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中野ほか編(2013)(1)に基づき作成 

添 3 ト-第 1 図 敷地周辺の第四紀火山分布図 

(敷地を中心とする半径 160km 範囲)  

この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、 

同院発行の基盤地図情報を使用した。(承認番号 平成 30 情使、第 153 号) 
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添 3 ト-第 2 図 地理的領域内の火山地質図 
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*1：到達可能性範囲は、火山を中心に過去の最大規模の噴火に伴う火砕流の最大到達距離を半径とし、円を描いた。 

町田・新井(2011)(9)、中川ほか(1972)(53)、土井(1993)(54)、村岡ほか(1991)(55)、大沢ほか(1993)(56)、大沢・

須田(1978)(57)及び長森ほか(2013)(58)に基づき作成 

添 3 ト-第 3 図 十和田における過去最大規模の噴火による火砕流堆積物の分布 

と到達可能性範囲 

  

*1 
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*1：到達可能性範囲は、火山を中心に過去の最大規模の噴火に伴う火砕流の最大到達距離を半径とし、円を描いた。 

村岡・高倉(1988)(28)、工藤ほか(2019)(48)、村岡ほか(1991)(55)、大沢ほか(1993)(56)、長森ほか(2013)(58)及び

青森県史編さん自然部会(2001)(59)に基づき作成 

添 3 ト-第 4 図 八甲田カルデラにおける過去最大規模の噴火による 

火砕流堆積物の分布と到達可能性範囲 

  

*1 
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工藤ほか(2011)(11)に基づき作成 

 

添 3 ト-第 5 図 十和田の階段ダイアグラム及び噴火前休止期間の時間変化 

   

十和田八戸火砕流 

を噴出した噴火 

十和田大不動火砕流 

を噴出した噴火 

十和田奥瀬火砕流 

を噴出した噴火 

注 1：八甲田ベタテフラの年代を 190ka とした場合における各噴出物の年代。 



 

3(1)－180 

 

 

Yamamoto et al. (2018)(12)に基づき作成 

添 3 ト-第 6 図 十和田の階段ダイアグラム 

 

  

*1：工藤ほか(2011)(11)による噴出率。 

*1 *1 *1
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町田・新井(2011)(9)及び土井(1993)(54)に基づき当社が作成 

添 3 ト-第 8 図 十和田大不動火砕流堆積物の分布及び十和田切田テフラの等層厚線図 

(各調査地点の地質柱状図は添 3 ト-第 7 図に示す) 
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町田･新井(2011)(9)、土井(1993)(54)、村岡ほか(1991)(55)、大沢ほか(1993)(56)及び大沢・須田(1978)(57)に 
基づき当社が作成 

添 3 ト-第 10 図 十和田八戸火砕流堆積物の分布及び十和田八戸テフラの等層厚線図 

(各調査地点の地質柱状図は添 3 ト-第 7 図に示す)  
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Nakajima et al．(2001)(16)に加筆 

添 3 ト-第 11 図 Nakajima et al.(2001)の地震波トモグラフィ解析結果 
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国土地理院の電子基準点データより作成(期間：2003 年 1 月～2018 年 12 月) 

添 3 ト-第 18 図 十和田を囲む電子基準点間の基線長の時間変化(斜距離成分) 

基線長の時間変化 
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町田・新井(2011)(9)、Hayakawa(1985)(10)及び十和田火山防災協議会(2018)(14)に基づき作成 

添 3 ト-第 21 図 毛馬内火砕流堆積物の分布 

  

(9) (10) 

(14) 

(9) 
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工藤ほか(2004)(30)に基づき作成 

添 3 ト-第 23 図 北八甲田火山群の噴出率の時間変化及び噴出中心の時空間分布 

(３０) 
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国土地理院の電子基準点データより作成(期間：1997 年 1 月～2018 年 12 月) 

添 3 ト-第 29 図 八甲田山を囲む電子基準点間の基線長の時間変化(斜距離成分) 

  

電子基準点及び基線位置図 
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2011 年 3 月 東北地方太平洋沖地震

(b) 野辺地－黒石
　　（基線長：36.9 ㎞）

(c) 十和田－黒石
　　（基線長：33.4 ㎞）

(e) 青森Ａ－十和田
　（基線長：40.1 ㎞）

(d) 大鰐－黒石
　　（基線長：23.3 ㎞ )

基線長の時間変化 
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第四紀火山の位置及び名称は、中野ほか編(2013)(1)に基づき作成 

降下火砕物の名称及び等層厚線は、町田・新井(2011)(9)、工藤ほか(2004)(30)及びリサイクル燃料貯蔵株式
会社(2007)(66)に基づき作成 

 

添 3 ト-第 33 図 地理的領域内の第四紀火山起源の主な降下火砕物の分布 

(敷地及び敷地近傍に分布する主な降下火砕物については 

地理的領域外もあわせて示す) 
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町田・新井(2011)(9)に基づき作成 

添 3 ト-第 34 図 地理的領域外の第四紀火山起源の主な降下火砕物の分布 

(敷地及び敷地近傍に分布する主な降下火砕物)  
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添 3 ト-第 35 図 洞爺カルデラの階段ダイアグラム 

  

洞爺カルデラ・洞爺中島・有珠山の活動履歴 

*1：町田・新井(2011)(9)によると、11.2～11.5 万年前に噴出したテフラとしている。 

*1 

注 1：四角は中野ほか編(2013)(1)に

おける年代幅及び個別文献

に基づく噴出量を表す。 
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再処理敷地内で確認した甲地軽石の層厚 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

添 3 ト-第 36 図 甲地軽石に着目した地質調査結果  

ボーリング 

孔名 
層厚 

確認深度 

(確認標高) 
備考 

KP-1 孔 43cm 
2.90m～3.33m 

(50.46m～50.89m) 

・火山灰質シルト(甲地軽石の再堆積含む)22cm 

・甲地軽石(主部)21cm 

B-3 孔 37cm 
8.57m～8.94m 

(50.98m～51.35m) 

・火山灰質シルト(甲地軽石の再堆積含む)5cm 

・甲地軽石(主部)32cm 

KP-3 孔 － － 
シルト質砂層中に散在(深度：3.50m～3.72m、 

標高：51.53m～51.75m)するため層厚評価不適 

N2-2’孔 － － 
砂層中に散在(深度：3.90m～3.92m、 

標高：51.60m～51.62m)するため層厚評価不適 

J-2 孔 10cm 
3.60m～3.70m 

(51.48m～51.58m) 

 

KP-4 孔 17cm 
2.21m～2.38m 

(53.06m～53.23m) 

 

N7-4 孔 16cm 
7.50m～7.66m 

(53.37m～53.53m) 

 

甲地軽石を確認した再処理敷地内ボーリング調査位置図 

再処理敷地境界 
(主要部) 
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添 3 ト-第 37 図 再処理敷地で確認された甲地軽石の堆積状況 

再処理敷地内のボーリング位置図 
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添 3 ト-第 38 図 甲地軽石(WP)の再現性解析結果 

  

工藤ほか(2004)(30)に当社の解析結果を重ね合わせて作成 
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添 3 ト-第 39 図 降下火砕物シミュレーションの解析結果(1/2)(月別平年値の風：9時) 

評価点 

質量（kg/m2） 層厚（cm）

1月 8.4×101 8.4×100

2月 6.1×101 6.1×100

3月 8.8×101 8.8×100

4月 1.1×102 1.1×101

5月 1.3×102 1.3×101

6月 1.1×102 1.1×101

7月 6.7×101 6.7×100

8月 9.3×101 9.3×100

9月 2.5×102 2.5×101

10月 2.5×102 2.5×101

11月 1.9×102 1.9×101

12月 1.3×102 1.3×101

1 月 2 月 3 月 4 月 

5 月 6 月 7 月 8 月 

9 月 10 月 11 月 12 月 

月別平年値(9 時)の風の際の評価点 
での層厚(1981 年～2010 年) 

評価点 評価点 評価点 

評価点 評価点 評価点 評価点 

評価点 評価点 評価点 評価点 
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添 3 ト-第 39 図 降下火砕物シミュレーションの解析結果(2/2)(月別平年値の風：21 時) 

5 月 6 月 7 月 8 月 

9 月 10 月 11 月 12 月 

1 月 2 月 3 月 4 月 

月別平年値(21 時)の風の際の評価点 
での層厚(1981 年～2010 年) 

質量（kg/m2） 層厚（cm）

1月 8.9×101 8.9×100

2月 6.5×101 6.5×100

3月 8.6×101 8.6×100

4月 1.1×102 1.1×101

5月 1.3×102 1.3×101

6月 9.9×101 9.9×100

7月 6.0×101 6.0×100

8月 9.0×101 9.0×100

9月 2.3×102 2.3×101

10月 2.4×102 2.4×101

11月 1.8×102 1.8×101

12月 1.3×102 1.3×101

評価点 評価点 評価点 

評価点 評価点 評価点 評価点 

評価点 評価点 評価点 評価点 

評価点 
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添 3 ト-第 40 図 降下火砕物シミュレーションの解析結果(風向きの不確かさを考慮) 

  

敷地方向の風(合成風) 

(1973 年～2018 年) 

評価点：53cm 
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添 3 ト-第 41 図 甲地軽石の密度試験結果 

 

 

試料採取位置 

添 3 ト-第 37 図の 

CT 画像より抜粋 
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(2 号廃棄物埋設施設) 

イ 気象 

(1) 青森県東部の気象(1)～(3) 

(ｉ) 概況 

青森県東部の気候区分は、日本海側東北・北海道型の気候区に属し、冬は

日本海側気候であって、夏は太平洋側気候である。年平均気温は約 9℃、降

水量は年間約 1,000mm～1,400mm であり、風向は、夏は東が多く、その他の季

節では西が多い。 

(ⅱ) 四季の気候 

a. 春 

3 月はまだ気温が低く、雪も降りやすい。4 月には平地の雪は消え、気温も

上昇するが、平年の日平均気温は下旬になっても 10℃に達しない。 

また、春は全般的に降水量が少ない。 

b. 夏 

6 月中旬頃から本州南岸沿いに梅雨前線が停滞し、ぐずついた天気が続く。

平年の梅雨入りは 6 月中旬頃であり、7 月下旬頃に明ける。梅雨に入る頃か

ら太平洋側を中心に「やませ」による低温が現れる。 

梅雨が明けると、天気は回復し、夏型の天気となるが、盛夏、残暑の短い

のが特徴である。また、冷夏となる年があり、冷害をもたらすこともある。 

c. 秋 

9 月下旬頃から気温は急に下がりはじめる。10 月は好天の日が多くなるが、

11 月に入ると平地でも初雪が降り、下旬には本格的な積雪となることが多い。 

d. 冬 

12 月には大陸の高気圧が強まり、下北半島北部では降雪の日が多くなるが、

太平洋側南部では降雪は少なく、好天の日が多い。 

この地方の 1 月の平均気温は約-2℃と寒冷であるが、2 月末頃には気温も

上昇しはじめ下北半島北部でも天気が良くなってくる。 

 

(2) 最寄りの気象官署の資料による一般的気象(3)～(5) 

(ｉ) 気象官署の状況 
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敷地における気候と比較的類似しており、よく管理された長期間の観測資

料を得ている最寄りの気象官署は、八戸測候所、むつ測候所の 2 箇所である。 

各気象官署の位置及び観測項目を添 3 イ-第 1 図及び添 3 イ-第 1 表に示

す。 

八戸測候所は太平洋に、むつ測候所は陸奥湾に面している。 

(ⅱ) 最寄りの気象官署における一般的気象 

a. 一般的な気象 

八戸測候所及びむつ測候所における気温、降水量、風速等に関する統計を

添 3 イ-第 2 表及び添 3 イ-第 3 表に、年降水量を添 3 イ-第 4 表に示す。 

また、この地方に影響を与えた主な台風を添 3 イ-第 5 表及び添 3 イ-第 6

表に示す。 

年平均気温、最高気温、最低気温は両官署でほぼ等しい値を示している。 

なお、六ヶ所地域気象観測所の昭和 50 年から平成 7 年までの気象観測デ

ータによると、年平均気温は約 9℃、年降水量は約 1,200mm であり、年平均

風速は約 3m/s である。 

b. 極値 

八戸測候所及びむつ測候所における気温、降水量、風速及び積雪に関する

極値を添 3 イ-第 7 表に示す。 

両官署ともほぼ同程度の極値を示しているが、この地域はその地形の影響

で冬の積雪に特徴が現れる。 

なお、六ヶ所地域気象観測所の昭和 50 年から平成 7 年までの気象観測デ

ータによると、日最高気温は 34.2℃(平成 6 年 8 月 13 日)、日最低気温は-

14.6℃(昭和 56 年 2 月 27 日)、日降水量の最大値は 208mm(平成 2 年 10 月 26

日)、日最大風速の最大値は 18m/s(平成 3 年 9 月 28 日)及び積雪の深さの最

大値は 190cm(昭和 52 年 2 月 17 日)である。 

 

(3) 敷地における気象観測 

廃棄物埋設施設(以下「本施設」という。)の線量評価に使用する気象条件を

決める際の資料を得るため、敷地内で、平成 7 年 1 月から平成 7 年 12 月まで

の 1 年間にわたり気象観測を行った。 
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気象観測データを添 3 イ-第 8 表に、観測機器の種類を添 3 イ-第 9 表に、観

測点位置を添 3 イ-第 2 図にそれぞれ示す。観測機器は、気象業務法に基づく

気象庁検定を受けたものである。なお、放射収支計については、気象庁の検定

項目にないため定期的に検査を行った。1 年間の観測結果を以下に示す。 

(ｉ) 風向 

年間の風向分布は、西北西及び西にかけての風が多い。 

添 3 イ-第 3 図に、年間の風配図を示す。 

(ⅱ) 風速 

年平均風速は 4.5m/s で、1.5～3.4m/s の範囲の風速が多くなっている。 

添 3 イ-第 4 図に、年間の風速別出現頻度及び風速別出現頻度累積を示す。 

(ⅲ) 大気安定度 

日射量、放射収支量及び風速の観測資料を基に「発電用原子炉施設の安全

解析に関する気象指針」(以下「気象指針」という。)に準拠して大気安定度

の分類を行った。 

年間の出現頻度は、A 型～C 型は 17.3%、D 型は 67.3%、E 型～G 型は 15.3%

であり、D 型は年間を通じて出現頻度が多い。 

添 3 イ-第 5 図に、年間及び月別の大気安定度出現頻度を示す。 

 

(4) 線量評価に使用する気象条件と大気拡散 

平成 7 年 1 月から平成 7 年 12 月までの 1 年間の気象観測データを用いて、

「気象指針」に準拠して、「添付書類七 ロ (2) (ⅱ) 異常時評価」の線量

評価に使用する放射性物質の相対濃度(𝜒 𝑄⁄ )を求めた。 

𝜒 𝑄⁄ を求めるに当たっては、敷地境界を着目地点とし、16 方位ごとに埋設設

備と敷地境界との距離が最短となる埋設設備上の地点を放出源として定めた。 

添 3 イ-第 6 図に、𝜒 𝑄⁄ の累積出現頻度を示す。 

この図から、線量評価に使用する𝜒 𝑄⁄ は、累積出現頻度が 97%において方位別

𝜒 𝑄⁄ が最大となる北北東方位の 5.1×10-4s/m3 とする。 

なお、敷地において観測した平成 7 年 1 月から平成 7 年 12 月までの 1 年間

の気象が長期間の気象と比較して異常でないことを、最寄りの気象官署である

八戸測候所及びむつ測候所における 10 年間(昭和 60 年 1 月～平成 6 年 12 月)
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の資料により、不良標本の棄却検定に関する F 分布検定の手順に従って検定を

行い確認している。 
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ロ 地盤、地質 

(1) 地形 

敷地は、下北半島脊梁山地南端の太平洋側に位置し、北側は老部川、南側は

二又川及び尾駮沼で境された台地からなる。 

また、本施設を設置する台地は、標高 30m～60m の海岸段丘面からなり、北西

から南東に向かって緩く傾斜している。 

敷地内にみられる主な沢は、敷地西部の 3 条の沢及び敷地中央部の沢(以下

「中央沢」という。)である。敷地西部の 3 条の沢のうち総合運動公園南側に位

置する沢、及び総合運動公園東側に位置する敷地外の沢に挟まれた台地部は、

北西－南東方向に長軸を持つ馬の背様を呈している。 

廃棄物埋設地は、1 号廃棄物埋設地の西側に位置し、標高 52m に造成されて

いる。 

 

(2) 地質及び地盤 

敷地の地質概要を把握するため文献(1)～(13)による調査、敷地の地表地質調査、

空中写真判読、廃棄物埋設地及びその付近のボーリング調査等を実施した。 

廃棄物埋設地及びその付近の地質平面図を添 3 ロ-第 1 図に、地質断面図を

添 3 ロ-第 2 図に示す。また、地質層序表を添 3 ロ-第 1 表に示す。 

廃棄物埋設地及びその付近の地質は、新第三系中新統の鷹架層、第四系更新

統の段丘堆積層及び火山灰層、第四系完新統の沖積低地堆積層、盛土からなる。 

鷹架層は、柴崎ほか(1958)(1)の鷹架層、青森県(1970、1981)(2)(3)の鷹架層に

ほぼ相当する。 

敷地全体では、鷹架層は、層相及び層序から下部層、中部層、上部層の 3 層

に区分でき、主に中部層が分布している。廃棄物埋設地及びその付近では主に

中部層が分布し、また一部に下部層が分布している。 

廃棄物埋設地及びその付近では、下部層は、泥岩等からなる。また、中部層

は、砂岩、砂質軽石凝灰岩、軽石質砂岩等からなる。 

段丘堆積層は、廃棄物埋設地及びその付近に広く分布しており、主に石英粒

子からなる淘汰のよい中粒砂ないし粗粒砂からなり、一部に礫及びシルトを挟

む。 
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なお、段丘堆積層は、下位の鷹架層を不整合に覆う。 

火山灰層は、台地部の現地形に従って分布し、主に褐色の粘土質火山灰から

なり、数層の軽石層を挟む。 

なお、火山灰層中には、町田ほか(1987)(4)による洞爺火山灰(9 万年～10 万年

前)に相当する軽石層が含まれている。 

沖積低地堆積層は、主に礫、砂及び粘土からなる。 

盛土は主に段丘堆積層の砂及び火山灰層の粘土質火山灰の掘削土からなる。 

廃棄物埋設地及びその付近の地質水平断面図を添 3 ロ-第 3 図に示す。 

また、廃棄物埋設地でのボーリング結果から得られた主要な地質柱状図を添

3 ロ-第 4 図～添 3 ロ-第 8 図に示す。 

埋設設備の支持地盤は主に鷹架層中部層からなり、北側に主に砂質軽石凝灰

岩が、南側に砂岩が分布している。 

なお、廃棄物埋設地及びその付近におけるボーリングコアの採取率は 100%で、

R.Q.D.は平均 94.6%である。 

鷹架層中には、添 3 ロ-第 3 図に示すように断層が認められる。この断層は、

1 号廃棄物埋設地に認められる f-b 断層の延長部である。 

断層の走向は、N70゜E～EW で、70゜～80゜南に傾斜している。断層沿いには、

断層を境して接する岩石が混在した部分が幅 4 ㎝～33 ㎝にわたって認められ

るが、この部分は、いずれも固結しており、周囲の岩石と同程度の硬さを有し

ている。また、断層面はゆ着している。 

添 3 ロ-第 9 図に示すトレンチ調査結果によれば、断層は、鷹架層を不整合

に覆って分布する段丘堆積層には変位を与えていない。 

廃棄物埋設地及びその付近の第四系は、ほぼ水平あるいは現地形に従って分

布しており、第四系中には、断層構造及び褶曲構造が認められない。 

なお、文献(1)(2)(5)～(12)には敷地に該当する位置に断層は記載されていない。

鷹架層下部層中の泥岩、鷹架層中部層中の砂質軽石凝灰岩及び軽石質砂岩、砂

岩、第四系の段丘堆積層及び火山灰層、盛土を対象に物理試験を、鷹架層中部

層中の砂質軽石凝灰岩及び砂岩を対象に岩盤支持力試験を実施した。 

試験は、「日本工業規格」、「地盤工学会基準」等に準拠して実施した。 
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物理試験試料採取位置及び岩盤支持力試験位置を添 3 ロ-第 10 図に、試験結

果を添 3 ロ-第 2 表及び添 3 ロ-第 3 表に示す。 

 

(3) 埋設設備設置地盤の安定性評価 

(ⅰ) 設置地盤の支持力 

地質調査結果、標準貫入試験結果及び岩盤支持力試験結果から、埋設設備

の主な支持地盤である新第三系中新統の鷹架層中部層は、地質柱状図に示す

とおり表層部を除くと標準貫入試験による N 値は 50 以上であり、また、支持

力は添 3 ロ-第 3 表に示すとおり上限降伏値で 3.9MPa 以上（40kgf/cm2 以上）

であることから、鷹架層は埋設設備による接地圧に対し十分な支持力を有し

ている。 

(ⅱ) 地盤の変形・変位に対する評価 

空中写真判読結果等によれば、廃棄物埋設地及びその付近には、変位地形

は認められず、地すべり地形及び陥没の発生した形跡も認められない。 

埋設設備は、構造物を安定的に支持できる N 値 50 以上の岩盤(鷹架層)に

設置するものであり、設置方法等から、設置深度における荷重が設置前後に

おいて大差なく、沈下が問題となるものではない。 

廃棄物埋設地に認められる断層は、1 号廃棄物埋設地に認められる f-b 断

層の延長部であり、傾斜が 70゜～80゜と高角度であること、断層面に沿って

弱層は認められず、断層面はゆ着していること及び段丘堆積層に変位を与え

ていないことから、支持地盤の安定性に影響を与えるものではない。 

(4) 低レベル廃棄物管理建屋設置地盤の安定性評価 

低レベル廃棄物管理建屋(以下「管理建屋」という。)は、廃棄物埋設地東側

の標高 35m の位置にある。 

空中写真判読結果等によれば、管理建屋設置位置及びその付近には、変位地

形は認められず、地すべり地形及び陥没の発生した形跡も認められない。 
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ハ 水理 

敷地付近には、老部川と二又川が流れている。老部川は、敷地の北側の標高 5m

～20m の谷間を西から東に向かって流れ、太平洋に流入している。二又川は敷地の

南西側の標高 1m～5m の低地を敷地境界に沿って西から東に向かって流れ、敷地南

側の尾駮沼に流入している。青森県の測水資料(1)による二又川の平均流量は、過去

12 年間(昭和 50 年～昭和 61 年)で約 0.7m3/s である。 

老部川と二又川の河川の状況(2)を添 3 ハ-第 1 表に示す。 

尾駮沼は、周囲延長 12.5km(3)、面積 3.58km2(3)、平均水深 1.8m(2)、流域面積

45.54km2(2)の太平洋につながっている汽水性の沼である。 

地下水位、地下水流向を調査するため、昭和 61 年 1 月より昭和 62 年 2 月まで

地下水位観測井により地下水位観測を行った。地下水位観測位置を添 3 ハ-第 1 図

に、地下水位状況を代表する地下水位観測結果を添 3 ハ-第 2 図に、地下水面等高

線を添 3 ハ-第 3 図にそれぞれ示す。 

地下水面は主に第四紀層内にあり、融雪及び降雨時に地下水面の変動がある。ま

た、地下水は、地下水面の傾斜方向に流下しており、廃棄物埋設地を通過した水は

主に中央沢を経て尾駮沼へ流入し、一部は敷地西部の沢を経て尾駮沼に流入して

いる。 

廃棄物埋設地及びその付近は、北西から南東に緩く傾斜する台地からなり、西側

及び北側は沢地形で後背丘陵地と区分されており、地下水は専ら降水によってか

ん養されている。 

鷹架層下部層、中部層及び第四紀層を対象に主に原位置で透水試験を実施した。

試験は「ルジオンテスト技術指針」等(4)(5)に準拠して実施した。透水試験実施位置

を添 3 ハ-第 4 図に、透水試験結果を添 3 ハ-第 2 表に示す。 

鷹架層の N 値 50 以上の部分の透水係数は、第四紀層及び鷹架層表層部の N 値 50

未満の部分と比べて十分小さく、地下水は主に第四紀層及び鷹架層表層部の N 値

50 未満の部分を流れている。 

廃棄物埋設地及びその付近には断層が認められるが、断層部の透水係数は 4.4×

10-8m/s である。 

また、鷹架層下部層、中部層及び第四紀層の地下水を対象に昭和 61 年 1 月より

昭和 62 年 10 月の間及び平成 7 年 10 月に水質試験を実施した。試験は「日本工業
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規格」に準拠して実施した。水質試験試料採取位置を添 3 ハ-第 1 図に、水質試験

結果を添 3 ハ-第 3 表に示す。 
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ニ 地震 

1 号廃棄物埋設施設の「ニ 地震」に同じ。 
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ホ 社会環境 

1 号廃棄物埋設施設の「ホ 社会環境」に同じ。 
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へ 津波 

1 号廃棄物埋設施設の「ヘ 津波」に同じ。 
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ト 火山 

1 号廃棄物埋設施設の「ト 火山」に同じ。 
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添 3 イ-第 4 表 年降水量 
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添 3 イ-第 6 表 台風歴(むつ測候所) 

添 3 イ-第 5 表 台風歴(八戸測候所) 
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添 3 イ-第 7 表 極値一覧表 
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添 3 イ-第 9 表 濃縮・埋設事業所における気象観測機器の種類及び位置 
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添 3 ロ-第 1 表 廃棄物埋設地及びその付近の地質層序表 
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添 3 ロ-第 2 表 物理試験結果(1/2)（鷹架層下部層、中部層） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添 3 ロ-第 2 表 物理試験結果(2/2)（盛土及び第四系） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

3(2)－27 

 

添 3 ロ-第 3 表 岩盤支持力試験結果 
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添 3 ハ-第 1 表 老部川と二又川の河川の状況 

 

 

添 3 ハ-第 2 表 透水試験結果 
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添 3 ハ-第 3 表 水質試験結果 
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添 3 イ-第 1 図 気象官署の位置 
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添 3 イ-第 2 図 気象観測点の位置 
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添 3 イ-第 3 図 敷地の風配図 
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添 3 イ-第 5 図 年間及び月別大気安定度出現頻度 
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